
 

【表紙】  

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成22年12月24日

【中間会計期間】 第84期中(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

【会社名】 株式会社アサヒ製作所

【英訳名】 ASAHI SEISAKUSHO CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　飯　田　正　博

【本店の所在の場所】 横浜市戸塚区秋葉町568番地

【電話番号】 045(811)2371(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長　　加　賀　見　春　男

【最寄りの連絡場所】 横浜市戸塚区秋葉町568番地

【電話番号】 045(811)2371(代表)

【事務連絡者氏名】 松　本　敏　明

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。

  

 

EDINET提出書類

株式会社アサヒ製作所(E01626)

半期報告書

 1/40



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) 1,867,0251,408,2251,653,5684,186,8873,478,602

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △33,618 △86,854 △60,523 47,120 3,325

当期純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) △67,317 △92,361 △63,485 10,118 △8,107

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

発行済株式総数 (千株) 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

純資産額 (千円) 458,619 443,552 464,326 535,911 527,940

総資産額 (千円) 4,268,3044,007,2574,041,5434,511,9114,205,731

１株当たり純資産額 (円) 152.87 147.85 154.77 178.63 175.98

１株当たり当期純利益
又は中間(当期)
純損失(△)

(円) △22.43 △30.78 △21.16 3.37 △2.70

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.7 11.1 11.4 11.7 12.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △54,385 45,148 199,051△92,191 216,962

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △4,579 △208 △3,260 △6,753 △552

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △12,480 △3,080 △58,680 △35,060△181,860

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 81,273 60,573 190,374 18,713 53,263

従業員数 (人) 143 146 145 138 140

(注) １　当社は中間連結財務諸表を作成していないので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２　売上高には消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 提出会社の状況 

(平成22年９月30日現在)

従業員数(人) 145

(注)　従業員数は就業人員数であります。

 

(2) 労働組合の状況

労使関係について、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、長引く景気停滞により節約志向が強まりデフレ経済に拍車をか

け、さらに円高が上昇傾向にあった日本経済を直撃し景気を揺さぶっている状況下にあります。

このような経済情勢の下、ホームクリーニング業界では家電メーカーが高機能の洗濯機、アイロンを市場

に投入したことなどにより、家庭でのクリーニングに支出する金額の下落傾向に歯止めがかからない厳しい

現状が続いています。一方ホテル、旅館などのリネン業界は円高により海外からのビジネス、観光客が減少し

客室の稼働率が大きく落ち込み厳しい価格競争の中、設備投資を抑えざるを得ない状況であります。

このような状況のなかで、新製品のカレンダーロールを中心として販売活動を続けてまいりました結果、

当中間会計期間の売上高は前年同期と比べ245百万円(17.4％)の増加1,653百万円となりました。営業損失は

35百万円で、前年同期比28百万円(44.8％)の減少、経常損失は60百万円で前年同期と比べ26百万円(30.3％)

の減少、中間純損失は63百万円で前年同期と比べ28百万円(31.2％)良化しております。

(2) キャッシュ・フロー

当中間会計期間における現金同等物（以下「資金」という。）は、主に借入金等の負債の減少、売上債権

の減少、仕入債務の減少等により、資金残高は前事業年度末より137,111千円増加し、中間期末残高は

190,374千円となっております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、営業活動による資金は199,051千円の増加（前中間会計期間に比べ収入が

153,903千円増加）となっております。主なものとして、売上債権が334,910千円減少、仕入債務が153,647

千円減少したことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、投資活動による資金の減少、3,260千円（前中間会計期間に比べ3,052千円増

加）は、主なものとして、有形固定資産の取得による支出4,359千円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間において、財務活動による資金の収支は58,680千円の減少（前中間会計期間に比べ

55,600千円の増加）となっております。これは借入金の約定弁済などによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間会計期間における製品の生産実績は次のとおりであります。

 

製品の名称 金額(千円) 前年同期比(％)

業務用洗濯機械 812,140 △14.3％

合計 812,140 △14.3％

(注) １　金額は標準販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(2) 受注状況

当中間会計期間における製品及び商品の受注状況を示すと、次のとおりであります。

 

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

製品 511,384 ＋27.3％ 178,626 ＋34.6％

商品
仕入商品 759,452 ＋113.1％ 365,348 ＋332.0％

その他 709,419 ＋0.3％ ― ＋133.4％

合計 1,980,255 ＋35.1％ 543,975 ＋137.3％

(注) １　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

 

(3) 販売実績

当中間会計期間における製品及び商品の販売実績を示すと、次のとおりであります。

 

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

製品 414,326 ＋21.6％

商品
仕入商品 529,823 ＋45.7％

その他 709,419 ＋0.7％

合計 1,653,568 ＋17.4％

(注) １　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。

 

３ 【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

４ 【事業等のリスク】

　　当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判

断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリ

スク」について重要な変更はありません。

　　なお、重要事象等は存在しておりません。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。

独占的販売店契約

契約会社名 相手方の名称 国名 契約締結日 契約内容 契約期間

㈱アサヒ製作所

（当社）

JENSEN-GROUP

N.V.

ベルギー 平成22年６月11日リネンサプライ用大型機器

を中心とする製品の独占的

販売契約

平成22年７月１日から

平成27年６月30日まで

 

６【研究開発活動】

特記事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

資産

当中間会計期間の総資産額40億41百万円（前中間会計期間比34百万円増加）であります。

流動資産は前中間会計期間比47百万円増加しております。主たる要因は、たな卸資産の増加であります。

固定資産は前中間会計期間比13百万円減少しております。これは投資有価証券の減少によるものであります。

負債

当中間会計期間の負債合計は35億77百万円（前中間事業年度比13百万円増加）であります。

流動負債は前中間会計期間比43百万円減少しており、これは主に借入金の減少によるものであります。

固定負債は前中間会計期間比56百万円増加しており、これは主に借入金の増加によるものであります。

純資産

純資産合計は４億64百万円（前中間会計期間比20百万円増加）であります。これは純利益が増加したのが主な

要因であります。

(2) キャッシュ・フローに関する分析

当中間会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間会計期間45百万円のプラス、当中間会計期間は

199百万円のプラスとなっております。当中間会計期間においては売上債権及び仕入債務の減少が主たる要因であ

ります。

(3) 経営成績

当中間会計期間の売上高は16億53百万円で、前中間会計期間比２億45百万円の増加となりました。増加の主な要

因は、自社製品売上及び仕入商品売上の増加によるものであります。

このような状況において、当中間純損失は前中間会計期間比28百万円減の63百万円を計上することになりまし

た。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前事業年度末において、計画中または実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期

間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年12月24日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,000,000 3,000,000 ― （注）１、２

計 3,000,000 3,000,000 ― ―

　（注）１　単元株制度を採用しておりません。

（注）２　株式の譲渡制限に関する当社の規定は次の通りであります。

　　　当社の発行する全部の株式について、会社法第107条第１号に定める内容を定めており、当該株式の譲渡又は取得に

ついて取締役会の承認を要する旨を定款第７条に定めております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ― 3,000 ― 150,000― ―

 

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アサヒ製作所役員持株会 横浜市戸塚区秋葉町568 1,423 47.45

塩　出　　　攻 東京都大田区 124 4.15

イシグロ株式会社 東京都中央区八丁堀４-５-８ 122 4.07

濱　田　広　和 宗像市日の里 110 3.69

東京産業株式会社 東京都千代田区大手町２－２－１ 106 3.55

明和商工株式会社 東京都大田区東馬込１－10－19 60 2.02

飯　田　正　博 東京都世田谷区 59 2.00

牛　越　義　昌 東京都墨田区 41 1.40

三　枝　文　子 東京都町田市 40 1.36

株式会社カナデン 東京都港区新橋４－22－４ 40 1.33

シンフォニアテクノロジー株式

会社

東京都港区芝大門１-１-30 40 1.33

株式会社ユウホウ 大阪市北区堂島２-１-16 40 1.33

計 ― 2,166 72.21
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　3,000,0003,000,000 ―

発行済株式総数 3,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 3,000,000 ―

 

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

当社は非上場でありますので、該当事項はありません。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９

月30日まで)及び当中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の中間財務諸表について、公認会

計士塚本徹氏より中間監査を受けております。

 

３　中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 60,573 190,374 53,263

受取手形 ※2
 258,327

※2
 239,766

※2
 182,900

売掛金 496,236 506,019 894,417

たな卸資産 1,161,815 1,101,200 1,076,856

その他 31,500 19,600 18,421

貸倒引当金 △4,758 △5,796 △6,867

流動資産合計 2,003,693 2,051,165 2,218,992

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1, ※2
 111,038

※1, ※2
 106,049

※1, ※2
 108,017

土地 ※2
 1,779,178

※2
 1,779,178

※2
 1,779,178

その他（純額） ※1, ※2
 64,696

※1, ※2
 70,851

※1, ※2
 63,856

有形固定資産合計 1,954,913 1,956,080 1,951,052

無形固定資産 3,537 3,209 3,379

投資その他の資産

その他 53,600 31,494 32,729

貸倒引当金 △8,487 △406 △423

投資その他の資産合計 45,112 31,088 32,306

固定資産合計 2,003,563 1,990,378 1,986,738

資産合計 4,007,257 4,041,543 4,205,731

負債の部

流動負債

支払手形 589,652 591,036 555,022

買掛金 307,544 368,054 557,716

短期借入金 1,536,160 1,253,800 1,312,480

未払法人税等 3,351 3,650 5,775

賞与引当金 3,275 18,000 －

製品補償引当金 － 4,200 3,660

その他 71,788 229,860 141,875

流動負債合計 2,511,771 2,468,601 2,576,529

固定負債

長期借入金 155,100 200,000 200,000

退職給付引当金 190,203 201,816 194,396

繰延税金負債 99 102 191

再評価に係る繰延税金負債 699,577 699,577 699,577

その他 6,953 7,118 7,095

固定負債合計 1,051,933 1,108,615 1,101,260

負債合計 3,563,704 3,577,217 3,677,790
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 150,000 150,000 150,000

利益剰余金

利益準備金 33,100 33,100 33,100

その他利益剰余金

配当準備積立金 75,000 75,000 75,000

退職積立金 390,000 390,000 390,000

別途積立金 180,000 180,000 180,000

繰越利益剰余金 △1,404,400 △1,383,632 △1,320,146

利益剰余金合計 △726,300 △705,532 △642,046

株主資本合計 △576,300 △555,532 △492,046

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 144 149 278

土地再評価差額金 1,019,708 1,019,708 1,019,708

評価・換算差額等合計 1,019,853 1,019,858 1,019,987

純資産合計 443,552 464,326 527,940

負債純資産合計 4,007,257 4,041,543 4,205,731
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 1,408,225 1,653,568 3,478,602

売上原価 1,053,043 1,214,622 2,591,606

売上総利益 355,182 438,945 886,995

販売費及び一般管理費 418,999 474,137 832,206

営業利益又は営業損失（△） △63,817 △35,192 54,789

営業外収益 ※1
 5,342

※1
 6,039

※1
 10,143

営業外費用 ※2
 28,379

※2
 31,370

※2
 61,607

経常利益又は経常損失（△） △86,854 △60,523 3,325

特別利益 ※3
 3,075

※3
 －

※3
 4,888

特別損失 ※4
 6,442

※4
 822

※4
 12,041

税引前中間純損失（△） △90,221 △61,346 △3,828

法人税、住民税及び事業税 2,139 2,139 4,279

法人税等合計 2,139 2,139 4,279

中間純損失（△） △92,361 △63,485 △8,107
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 150,000 150,000 150,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 150,000 150,000 150,000

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 33,100 33,100 33,100

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 33,100 33,100 33,100

その他利益剰余金

配当準備積立金

前期末残高 75,000 75,000 75,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 75,000 75,000 75,000

退職積立金

前期末残高 390,000 390,000 390,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 390,000 390,000 390,000

別途積立金

前期末残高 180,000 180,000 180,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 180,000 180,000 180,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,312,039 △1,320,146 △1,312,039

当中間期変動額

中間純損失（△） △92,361 △63,485 △8,107

当中間期変動額合計 △92,361 △63,485 △8,107

当中間期末残高 △1,404,400 △1,383,632 △1,320,146

利益剰余金合計

前期末残高 △633,939 △642,046 △633,939

当中間期変動額

中間純損失（△） △92,361 △63,485 △8,107

当中間期変動額合計 △92,361 △63,485 △8,107

当中間期末残高 △726,300 △705,532 △642,046

株主資本合計

前期末残高 △483,939 △492,046 △483,939

当中間期変動額

中間純損失（△） △92,361 △63,485 △8,107

当中間期変動額合計 △92,361 △63,485 △8,107

当中間期末残高 △576,300 △555,532 △492,046
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 141 278 141

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2 △128 136

当中間期変動額合計 2 △128 136

当中間期末残高 144 149 278

土地再評価差額金

前期末残高 1,019,708 1,019,708 1,019,708

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 1,019,708 1,019,708 1,019,708

評価・換算差額等合計

前期末残高 1,019,850 1,019,987 1,019,850

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2 △128 136

当中間期変動額合計 2 △128 136

当中間期末残高 1,019,853 1,019,858 1,019,987

純資産合計

前期末残高 535,911 527,940 535,911

当中間期変動額

中間純損失（△） △92,361 △63,485 △8,107

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 2 △128 136

当中間期変動額合計 △92,358 △63,614 △7,970

当中間期末残高 443,552 464,326 527,940
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー

計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失（△） △90,221 △61,346 △3,828

減価償却費 7,415 7,120 15,319

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,929 △1,087 △3,028

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,624 7,420 7,817

賞与引当金の増減額（△は減少） 200 18,000 △3,075

製品補償引当金の増減額（△は減少） － 540 3,660

有形固定資産廃棄損 6,442 822 6,881

受取利息及び受取配当金 △1,048 △1,131 △1,665

支払利息 22,447 24,371 49,231

売上債権の増減額（△は増加） 591,543 334,910 281,578

たな卸資産の増減額（△は増加） △65,758 △24,519 20,873

仕入債務の増減額（△は減少） △355,586 △153,647 △140,044

未払金の増減額（△は減少） △18,196 6,994 △21,834

前受金の増減額（△は減少） △776 85,503 54,410

その他 △26,918 △16,897 6,158

小計 76,097 227,053 272,453

利息及び配当金の受取額 355 560 2,000

利息の支払額 △27,068 △24,283 △53,255

法人税等の支払額 △4,236 △4,279 △4,236

営業活動によるキャッシュ・フロー 45,148 199,051 216,962

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △163 △4,359 △2,527

有形固定資産の除却による支出 － △1,512 －

貸付けによる支出 △300 △300 △5,500

貸付金の回収による収入 255 215 5,475

投資有価証券の売却による収入 － 2,696 2,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △208 △3,260 △552

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 55,000 △600 △165,700

長期借入れによる収入 － － 100,000

長期借入金の返済による支出 △58,080 △58,080 △116,160

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,080 △58,680 △181,860

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 41,860 137,111 34,550

現金及び現金同等物の期首残高 18,713 53,263 18,713

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 60,573

※1
 190,374

※1
 53,263
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　【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

 
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

 

(1) たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方

法）によっております。

製品及び仕掛品……

　総平均法。

商品……

移動平均法。

原材料部品……

　　　　最終仕入原価法。

１　資産の評価基準及び評価方法

 

(1) たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方

法）によっております。

製品及び仕掛品……

　総平均法。

商品……

移動平均法。

原材料部品……

　　　　主として総平均法。

１　資産の評価基準及び評価方法

 

(1) たな卸資産

　　評価基準は原価法（収益性の

　　低下による簿価切下げの方法

　　法）によっております。

　　製品及び仕掛品……

　　　　総平均法。

　　商品……

　　　　移動平均法。

　　原材料部品……

　　　　最終仕入原価法。

 ※1. (棚卸資産の評価に関する会計

基準の適用)

当中間会計期間から「棚卸資

産評価に関する会計基準」

(企業会計基準第９号平成20

年９月26日)を適用し、原材料

部品の評価方法を最終仕入原

価法から主として総平均法に

変更しております。

なお、この変更による影響額

は軽微であります。

 

(2) 有価証券

子会社株式及び

関連会社株式………

移動平均法による原価法。

(2) 有価証券

―――――

(2) 有価証券

―――――

その他有価証券

時価のあるもの……

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定)。

その他有価証券

時価のあるもの……

同左

 

 

 

 

その他有価証券

時価のあるもの……

期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定)。

時価のないもの……

移動平均法による原価法。

 

時価のないもの……

同左

時価のないもの……

同左
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 前中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

２　固定資産の減価償却の方法

 

(1) 有形固定資産（リース資産を

除く）

旧定率法(但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附属設

備を除く)については旧定額法)

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物及び構築物

　７～50年

機械装置及び車輌運搬具

　２～９年

２　固定資産の減価償却の方法

 

(1) 有形固定資産（リース資産を

除く）

　　　　同左

 

２　固定資産の減価償却の方法

 

(1) 有形固定資産（リース資産を

除く）

　　　　同左

 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法を採用しております。

ただし、ソフトウエア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

　　　　同左

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

　　定額法を採用しております。

ただし、ソフトウエア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、

残存価値をゼロとする定額法

によっております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　　　　　同左

 

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産

　　　　　同左

 

３　引当金の計上基準

 

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

３　引当金の計上基準

 

(1) 貸倒引当金

同左

３　引当金の計上基準

 

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左

(3) 製品補償引当金

―――――

(3) 製品補償引当金

製品補償費の支出に備えるた

め、補償費の発生見込額を計上

しております。

(3) 製品補償引当金

同左
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 前中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異

(281,884千円)については、15年

による按分額を費用処理してお

ります。

(4) 退職給付引当金

同左

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。

なお、会計基準変更時差異

(281,884千円)については、15年

による按分額を費用処理してお

ります。

――――― ――――― 　（会計方針の変更）

当事業年度から「退職給付に係

る会計基準」の一部改正 (その

３）(企業会計基準第19号　平成

20年７月31日）を適用しており

ます。

なお、同会計基準の適用に伴う

退職給付債務の変動はないた

め、営業利益、経常利益及び税引

前当期純損失に与える影響はあ

りません。

４　中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

 

中間キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金及び容易に換

金可能でありかつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から三か月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。

４　中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

 

同左

４　キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

 

キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金及び容易に換金可

能でありかつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

取得日から三か月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっ

ております。

５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。

５　その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 

消費税等の会計処理

同左

５　その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

 

(1) 消費税等の会計処理

同左
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

 
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

 1,215,542千円  1,206,440千円  1,213,064千円

※２　担保資産   ※２　担保資産   ※２　担保資産   

　(1) 受取手形 160,354千円 (1) 受取手形 151,426千円 　(1) 受取手形 154,168千円

　(2) 有形固定資産 　(2) 有形固定資産 　(2) 有形固定資産

 建物 102,290〃  建物 97,018〃  建物 99,560〃

 土地 1,779,178〃  土地 1,779,178〃  土地 1,779,178〃

 その他 56,185〃  その他 62,618〃  その他 56,269〃
               

 計 1,937,653〃  計 1,938,816〃  計 1,935,008〃

　(3) 別段預金 345千円 　(3) 別段預金 8,577千円 　(3) 別段預金 5,831千円

　　上記に関する債務 　　上記に関する債務 　　上記に関する債務

　　　長期借入金 155,100千円 　　　長期借入金 200,000千円 　　　長期借入金 200,000千円

　　　短期借入金 1,536,160〃 　　　 短期借入金 1,253,800〃 　　　短期借入金 1,312,480〃

　３　保証債務

　　　リース会社に対する支払保証

ORIX Capital
Korea Corp.
（韓国）

6,791千円

    
計 6,791〃

　３　保証債務

　　　リース会社に対する支払保証

㈱西日本総合
リース

9,263千円

ORIX Capital
Korea Corp.
（韓国）

3,947千円

    
計 13,210〃

　３　保証債務

　　　リース会社に対する支払保証

ORIX Auto
Leasing Korea
（韓国）

5,868千円

    
計 5,868〃

   

　４　受取手形割引高 　４　受取手形割引高 　４　受取手形割引高

 166,535千円  84,019千円  213,594千円

　　　受取手形裏書譲渡高 　　　受取手形裏書譲渡高 　　　受取手形裏書譲渡高

 6,088〃  6,485〃  12,494〃

　５　消費税等の取扱い 　５　消費税等の取扱い  

仮払消費税及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債の

「その他」に含めて表記し

ております。

同左 ―――――
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(中間損益計算書関係)

 
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

　　　受取利息

　　　雑収入

848

4,293

千円

〃

　　　受取利息

　　　雑収入

930千円

〃

　　　受取利息

　　　雑収入　　　　　

1,464千円

〃4,908 8,478

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

　　　支払利息

シンジケート

ローン手数料

　　　雑損失

22,447

2,500

3,432

千円

〃

〃

　　　支払利息

シンジケート

ローン手数料

　　　雑損失

24,371千円

〃

〃

　　　支払利息

シンジケート

ローン手数料

　　　雑損失

49,230千円

〃

〃

500 5,000

6,499 7,376

※３　特別利益のうち主要なもの ※３　特別利益のうち主要なもの ※３　特別利益のうち主要なもの

　　　貸倒引当金

　　　戻入額

3,075千円 ――――― 　　　賞与引当金

　　　戻入額

3,075千円

 

    　　　受取和解金 1,813〃

※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの

　　　固定資産廃棄損 6,442千円 　　　固定資産廃棄損 822千円 　　　固定資産廃棄損 6,881千円

      
製品補償引当金

繰入額
3,660〃

      　　　訴訟和解金 1,500〃

         

　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額

　　　有形固定資産 7,246千円 　　　有形固定資産 6,950千円 　　　有形固定資産 14,978千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

発行済株式     

普通株式(千株) 3,000 ― ― 3,000

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

発行済株式     

普通株式(千株) 3,000 ― ― 3,000

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの

該当事項はありません。
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前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式及び自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

発行済株式     

普通株式(千株) 3,000 ― ― 3,000

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 

 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

 
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金勘定 60,573千円

現金及び現金同等物 60,573千円

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金勘定 190,374千円

現金及び現金同等物 190,374千円

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成22年３月31日現在)

現金及び預金勘定 53,263千円

現金及び現金同等物 53,263千円
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(リース取引関係)

 
 

前中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引

（1）所有権移転外ファイナンス・

リース取引（通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっているもの）

　個々のリース取引は重要性が乏

しいと認められるため、リース資

産は計上しておりません。

 

１　ファイナンス・リース取引

（1）所有権移転外ファイナンス・

リース取引（通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっているもの）

　　　　　 同左

 

 

 

１ ファイナンス・リース取引

（1）所有権移転外ファイナンス・

リース取引（通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっているもの）

　　           同左
 
 
 
 

（2）リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（新

リース会計基準適用開始前の通

常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっているも

の）

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

 (千円) (千円) (千円)

建物 21,57017,6153,954

機械及び装置 134,118109,80724,310
工具器具備品 5,5505,365185

合計 161,238132,78828,450
　

（2）リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引（新

リース会計基準適用開始前の通

常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっているも

の）

① リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残高
相当額

 (千円) (千円) (千円)

機械及び装置 20,80816,4714,335

合計 20,80816,4714,335
　

（2）リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

（新リース会計基準適用開始前

の通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている

もの）

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額

 
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末
残高
相当額

 (千円) (千円) (千円)

建物 21,57019,7721,797

機械及び装置 134,118120,22613,891

合計 155,688139,99915,689

　(注)　取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定

しております。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 24,115千円

１年超 4,335千円

合計 28,450千円

　(注)　　　　同左

 

 

 

 

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3,468千円

１年超 867千円

合計 4,335千円

（注）取得価格相当額は、未経過

　　　リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。

② 未経過リース料期末残高相

当額

１年内 13,088千円

１年超 2,601千円

合計 15,689千円

　(注)　未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資

産の中間期末等に占める割

合が低いため、支払利子込

み法により算定しておりま

す。

　(注)　　　　同左 　(注)　未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 13,131千円

減価償却費相当額 13,131千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 11,352千円

減価償却費相当額 11,352千円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 25,892千円

減価償却費相当額 25,892千円
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 前中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

 

　（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の

記載は省略しております。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 

 

 

　（減損損失について）

同左

 

④ 減価償却費相当額の算定方法

　　　　　　同左

 

 

 

　（減損損失について）

　　　　　　同左
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(金融商品関係)

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

金融商品の中間貸借対照表計上額その他の金額に重要性が乏しい為、記載を省略しております。

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

（追加情報）

当事業年度から「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しておりま

す。

 

金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な

お、重要性が乏しいもの及び時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりませ

ん。

   （単位　千円）

区分 貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金

（2）受取手形

（3）売掛金

（4）投資有価証券

53,263

182,900

894,417

7,591

53,263

182,900

894,417

7,591

―

―

―

―

　資産計 1,138,171 1,138,171 ―

（5）支払手形

（6）買掛金

（7）短期借入金

（8）長期借入金（※１）

555,022

557,716

1,199,300

313,180

555,022

557,716

1,199,300

313,182

―

―

―

△2

　負債計 2,625,218 2,625,220 △2

（9）デリバティブ取引 ― ― ―

 

（※１）長期借入金には、１年内返却予定の長期借入金を含めて表示しています。

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(2)受取手形

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的毎の有価証券に関する注

記事項については、「有価証券関係」注記をご参照ください。

(5)支払手形

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(6)買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(7)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(8)長期借入金

長期借入金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割引いた現在価値により算定して

おります。

(9)デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する注記事項については（デリバティブ取引関係）注記をご参照下さい。

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 （単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

敷金 19,888

上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「２．金融商品の時価に関する事項」の表には含めていません。
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(有価証券関係)

Ⅰ　前中間会計期間末(平成21年９月30日)

１　その他有価証券

 

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

(1) 株式 628 872 243

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 628 872 243

 

Ⅱ　当中間会計期間末(平成22年９月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

 

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

(1) 株式 881 628 252

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

計 881 628 252
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Ⅲ　前事業年度末(平成22年３月31日)

１　その他有価証券

 

区分
貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超え
るもの

   

　①　株式 7,591 7,122 469

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

小計 7,591 7,122 469

貸借対照表計上額が取得原価を超え
ないもの

   

　①　株式 ― ― ―

　②　債券 ― ― ―

　③　その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 7,591 7,122 469

 

２　当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

 

区分
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

　①　債券 ― ― ―

　②　その他 ― ― ―

　③　株式 3,996 ― 4

小計 3,996 ― 4

 

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

同上

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

同上

 

EDINET提出書類

株式会社アサヒ製作所(E01626)

半期報告書

31/40



（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

同上

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

同上

 

(持分法損益等)

前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

 

(資産除去債務関係)

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

(賃貸等不動産関係)

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間決算日における時価に、前事業年度の末日に比して著しい

変動が認められないため、記載を省略しております。

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

重要性が乏しいため記載を省略しております。

 

(追加情報)

当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号　平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第23号　平成

20年11月28日）を適用しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

当社は業務用洗濯機及び脱水機製作販売を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がない単一事業のた

め記載を省略しております。

 

【関連情報】

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

　本邦の外部顧客への売上高が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しており

ます。

 

(2) 有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超える

ため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、中間損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載

はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

該当事項はありません。
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(追加情報)

当中間会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

 
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額

147円85銭

１株当たり純資産額

154円77銭

１株当たり純資産額

175円98銭

１株当たり中間純損失金額

30円78銭

１株当たり中間純損失金額

21円16銭

１株当たり当期純損失金額

2円70銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

同左 同左

 

（注）算定上の基礎

１.　１株当たり純資産額

項目
前中間会計期間末
（平成21年９月30日）

当中間会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

中間貸借対照表(貸借対照表)の

純資産の部の合計額（千円）
443,552 464,326 527,940

普通株式に係る純資産額（千円） 443,552 464,326 527,940

普通株式の発行済株式数（千株） 3,000 3,000 3,000

１株当たり純資産額の算定に用い

られた普通株式の数（千株）
3,000 3,000 3,000

２.　１株当たり中間(当期)純損失

項目
前中間会計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

中間損益計算書上の当期純損失又

は中間純損失(△)（千円）
△92,361 △63,485 △8,107

普通株式に係る当期純損失又は中

間純損失(△)（千円）
△92,361 △63,485 △8,107

普通株式の期中平均株式数

（千株）
3,000 3,000 3,000
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、以下に掲げる書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第83期(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)平成22年６月28日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成21年12月14日

株式会社アサヒ製作所

取締役会　御中

公認会計士　　塚　　本　　　　　徹　　事務所

 

公認会計士　　塚　　本　　　　　徹　　㊞

 

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アサヒ製作所の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第83期事業年度の中間会計期間(平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、私の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間財務諸表には全

体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

 

私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社アサヒ製作所の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成21年４

月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

 

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 １　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成22年12月14日

株式会社アサヒ製作所

取締役会　御中

公認会計士　　塚　　本　　　　　徹　　事務所

 

公認会計士　　塚　　本　　　　　徹　　㊞

 

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社アサヒ製作所の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第84期事業年度の中間会計期間(平成22年

４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資

本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、私の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私に中間財務諸表には全

体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうか

の合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

 

私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社アサヒ製作所の平成22年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成22年４

月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

 

会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 
 １　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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